
＊新規居住者住宅区域の指定地区数

５地区（令和2年度）

→35地区（令和13年度）

① ポストコロナにおける新たな地域

コミュニティの創造

② 多様な居住形態（近居、二地域居

住など）への対応

③ 外国人の住まいに関する支援の充

実

① 既存住宅（市域全体）の利用促進

② 空き家バンク事業の充実

③ 既存住宅ストックに関する情報発

信の強化

① 住まいの耐震化の促進

② 災害時における安全性を踏まえた

住宅の立地誘導

① 住宅確保要配慮者の居住安定確保

② 高齢者・障がい者が安心して暮ら

せる住まいの確保

① 若年世帯、子育て世帯のニーズに

合わせた住まい・住環境の確保

② 高齢期に備えた住宅改修や住替え

の促進

③ ポストコロナにおける多様な住ま

い・住環境の確保

・まちづくり活動への支援

・特別指定区域制度の見直し等による新規居住者の受け入れ可能

地区の拡充

・市内全域でお試し居住、短期居住ができる住まいの確保、制度

の充実

・移住に関する中間組織への活動支援

・特別指定区域の見直しなどによる職住近接の住まい確保

・事業所による社宅整備への支援

・若年層向け、新婚世帯向け、子育て世帯向け生活支援制度等の

拡充

・市営住宅の柔軟な活用・運用の検討

・住まいに関する相談体制の充実（再掲）

・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修や断熱・省エネ改修の早期実施の支援検討

・市街化調整区域の土地利用規制の見直しによる職住近接や多自

然居住などを実現し多様な住まいの確保推進

・市域全体の住宅ストック活用の推進

・空き家の適正管理に関する情報発信や啓発活動の推進

・空き家活用を促進する特別指定区域の指定や規制緩和の推進

・空き家バンク登録の推進、登録メリットの拡充検討

・非住宅物件（工場・事業所等）の空き地バンク登録の推進

・兵庫県の空家等活用促進特別区域(案)における特区制度の活用

・ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ、安心Ｒ住宅制度など、各種制度等の情報発信

・ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝやﾘﾌｫｰﾑ情報の発信、DIY塾等のイベント開催の検討

・長期優良住宅、ZEH住宅の普及促進

・まちなみ緑化の推進

・住宅耐震改修に関する各種事業のＰＲ、耐震化の促進

・市街化調整区域における耐震化促進と除却後空き地の活用促進

・災害ハザードエリア内の建築における災害安全基準の策定

・災害ハザードエリア内の実践的な防災訓練等による災害への対

応力の向上

・公営住宅入居の公正化と柔軟な活用

・セーフティネット住宅制度の活用等、官民連携による住宅セー

フティネットの拡充検討

・低廉で良質な高齢者向け賃貸住宅の供給促進

・既存住宅のバリアフリー改修等への支援

・住まいに関する相談体制の充実
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多様で豊かなくらしができるまちの実現に必要な施策

＊住宅確保要配慮者の居住支援

＊若年世帯、子育て世帯のニーズﾞに合わせた住まい・住

環境の確保

＊地域コミュニティの維持

(２) 空き家、既存住宅ストックを活用した住まい・住環境づくり
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重点的に取り組む施策の方向５.施策

安
全
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主 な 施 策 主 な 成 果 指 標

(１)災害に備えた安全な住まい・住環境づくり

(２) 誰もが安心して暮らせる住まい・住環境づくり

(１) 良質で環境にやさしい住まい・住環境づくり

(１) ライフステージ・ライフスタイルに合わせた住まい・住環境づくり

(１) 人と地域をつなぐ住まい・まちづくり

○ 令和3年3月「住生活基本計画（全国版）」の改定…社会環境の大きな変化を踏まえた住宅政策の見直し

○ 令和3年3月「第６次加西市総合計画」の策定…人口増、なかでも社会増に向けた基本的な施策方針

「住みたいまちとしてありつづける」とするあるべき将
来像の実現に向けて、本市の住まい・住生活の快適化と
居住できる地域の拡大を総合的に推進する

1-1.計画
の目的

4-1.施策

体系の視点
【上位計画・関連計画】

人口減少、少子高齢化への対応等

【社会情勢の変化】

多様な住まい方、新しい住まい方への対応等

【住まい・住環境をとりまく状況】

空家の活用、中古住宅流通の活性化等

1-1.計画
の背景

1-2.計画
期間

令和４～13年度（2022～2031年度）の10年間
（毎年進捗を確認し、５年目途に計画見直しを検討）

環
境
に
や
さ

し
い
住
生
活

の
実
現

住生活を取り巻く現状と課題２．住まい・住環境の現状
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造
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構
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化
等

・人口減少傾向の継続 2015：44,313人

・高齢化の進行 2015： 25.8％

・外国人人口の増加 2015： 774人

・製造業従業者の増加 2015： 7,752人

・小売売場面積は微増 2012：65,174㎡

・20代前半は転出超過 2015：出 577人

・30代前半は出入均衡 2015：出 562人

・空き家数の急増 2013： 1,760戸

・民営借家の増加 2013： 7.9％

・誘導居住水準未満

世帯割合の増加 2013： 17.0％

→ 2020：42,750人

→ 2020： 30.5％

→ 2019： 1,340人

→ 2019：10,005人

→ 2016：66,983㎡

→ 2015：入 281人

→ 2015：入 521人

→ 2018： 2,330戸

→ 2018： 15.3％

→ 2015： 23.0％

・著しい困窮年収未満の世帯数の推計

約533世帯（2015）⇒約381世帯（2040）に減少見通し

・市営住宅の供給計画

440戸（2020）⇒ 249戸（2040）戸以上

【基本的な考え方】

・既存ストックについて、適切かつ効率的な整備・維持管

理の方針を定め、居住の安定確保に資する住宅セーフ

ティネットとして役割を果たす。

・多様な社会的ニーズ・居住ニーズを踏まえ、既存ストッ

クに限らず、住宅セーフティネットを確保するため、公

営住宅等の多様な活用を検討する。

【活用の方針】

民間賃貸住宅の活用、空室・低入居率住棟のリノベー

ション、生活サービス拠点等の目的外使用の規制緩和の

検討

＊高齢者・障がい者向け住宅改修実績

211件／年（令和2年度）

→220件／年（令和13年度）

＊災害ハザードエリア内の特別指定区

域災害安全基準の策定

なし（令和2年度）

→策定（令和13年度）

＊最低居住水準未満世帯の比率

3.6％（平成30年）

→０％ （令和10年）

＊住宅用蓄電池導入量（市補助対象分）

330kw（令和2年度）

→1,500kw（令和13年度）

＊25～39歳の女性の転入者数

ー11人（平成27年度）

→＋10人（令和12年度）

＊高齢者のいる住宅のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率

43.8％（平成30年）

→50.0％（令和10年）

＊新規居住者住宅区域の指定地区数

５地区（令和2年度）

→35地区（令和13年度）

＊空き家バンクの年間登録物件数

13件／年（令和2年度）

→15件／年（令和13年度）

＊兵庫県空家等活用促進特別区域に関

する条例(案)における特区指定

なし（令和2年度）

→１地区（令和13年度）

＊まちづくり計画策定件数

４地区（令和2年度）

→10地区（令和13年度）

＊お試し滞在補助制度の利用件数

４件／年（令和2年度）

→７件／年（令和13年度）

市内定住外国人数

683人（令和2年度）

→750人（令和13年度）

＊毎年の進捗状況（数値指標）の確認

＊５年目の見直し・検証、結果の公表

６．計画の推進方策

6-3. 関連計画との連携

5-1.

5-2.

5-3.

5-4.

３．公営住宅等の現状とあり方
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